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＜お問合せ先＞

■主な見直し事業に関するご意見・ご要望については、担当課へ平成24年1月13日（金）までにお寄せください。
（各事業名の下に、FAX番号、メールアドレスを記載してあります。)



主  な  見　直　し　事　業　一　覧　表

【歳出の削減】
（単位：千円）

予算額

(見直し見込額）

平成23年度予算額
19,345

見直し見込額
19,345

平成23年度予算額
4,200

見直し見込額
4,200

平成23年度予算額
29,621

見直し見込額
3,934

平成23年度予算額
7,370

見直し見込額
7,370

平成23年度予算額
63,059

見直し見込額
25,385

平成23年度予算額
27,189

見直し見込額
7,445

　　犬等管理所運営事業

縮小

　　総合リハビリテーションセンター運営事業
　　（給食業務の民間委託）

縮小

引き続き動物の適正な飼養管理の啓発に取り
組むとともに、致死処分頭数にあわせた効率的
な運営に努めていきます。食品・生活衛生課

FAX：026-232-7288
E-mail：shokusei@pref.nagano.lg.jp

<H24年度>

保健福祉事務所が収容した犬・ねこの適正処分のた
め、犬等管理所（４所）及び犬等収集輸送業務を業者
委託により行っています。

致死処分頭数の減少により、４所から３所に体
制を縮小します。

民間事業者のノウハウや活力を活かしながら、
サービス向上を図るとともに、運営経費の節減
を図ります。

  　障害者社会適応訓練事業

廃止

給食サービスの維持向上と経費節減を図るた
め、平成24年４月から民間事業者に運営を委
託します。

障害者就業・生活支援センターにおける就業訓
練事業など他の施策が充実し、本事業の必要
性が低下しているため廃止します。

総合リハビリテーションセンターにおける給食業務を直
営で実施しています。

障害者支援課
FAX：026-234-2369
E-mail：shogai-shien@pref.nagano.lg.jp

<H24年度>

精神障害回復者の社会復帰を促進するため、社会適
応訓練の実施等に対する支援を行っています。

　　生きがい推進員設置事業

障害福祉サービス事業所や障害者就業・生活
支援センター、公共職業安定所等の関係機関と
連携しながら、引き続き精神障害者の社会復帰
を支援していきます。健康長寿課

FAX：026-235-7170
E-mail：kenko-choju@pref.nagano.lg.jp

<H24年度>

今後はシニア大学運営事業の中で高齢者の社
会参加を促進します。

健康長寿課
FAX：026-235-7170
E-mail：kenko-choju@pref.nagano.lg.jp

10保健福祉事務所に１名ずつ生きがい推進員を配置
し、地域で積極的に社会参加活動を行う高齢者を育成
する地域いきいき実践塾を運営しています。

地域いきいき実践塾のシニア大学運営事業へ
の統合に伴い、生きがい推進員を廃止します。<H24年度>

事　　業　　名 区分
<見直し年度>

今後はシニア大学運営事業の中で高齢者の社
会参加を促進します。

健康長寿課
FAX：026-235-7170
E-mail：kenko-choju@pref.nagano.lg.jp

<H24年度>

見直し内容・理由 今後の方向性事業内容

廃止

　　長寿社会開発センター運営事業
　　（地域いきいき実践塾運営事業）

廃止
高齢者が地域社会において主体的に社会参加活動等
を行うための企画力や指導力の養成を目的として、地
域いきいき実践塾を運営しています。

シニア大学運営事業に統合します。

シニア大学運営事業と地域いきいき実践塾運
営事業を統合するとともに、受益者負担の観点
から、シニア大学講座の講師料・会場使用料等
は全額学生の授業料で賄います。

大学の統一プログラム作成等を行う「シニア大
学運営委員会」を新たに設置し、社会参加の重
要性や具体的な活動方法などを学ぶカリキュラ
ムを充実させます。健康長寿課

FAX：026-235-7170
E-mail：kenko-choju@pref.nagano.lg.jp

<H25年度>

　　長寿社会開発センター運営事業
　　（シニア大学運営事業）

縮小
高齢者の生きがいや健康・仲間づくりを図るとともに、
積極的に社会参加に取り組む実践者を養成するた
め、県下10か所で長野県シニア大学を運営していま
す。



予算額

(見直し見込額）
事　　業　　名 区分

<見直し年度>
見直し内容・理由 今後の方向性事業内容

平成23年度予算額
290

見直し見込額
290

平成23年度予算額
10,645

見直し見込額
10,645

平成23年度予算額
17,252

見直し見込額
17,252

平成23年度予算額
20,035

見直し見込額
9,434

平成23年度予算額
2,250

見直し見込額
250

平成23年度予算額
149

見直し見込額
149

観光と物産の情報を一体的に発信することによ
り、大都市圏における長野県の更なるイメージ
アップが図れるよう事業を再構築していきます。
また、県産品の販路拡大をより効果的に行うた
め、商談会の開催等に主眼を置いて企業者間
取引を支援していきます。

外国青年招致事業により招致された外国青年を国際
交流員（CIR）として配置し、県民が行う国際交流活動
等に派遣することにより、県民の異文化理解、国際理
解の促進を図り、地域の国際交流を推進します。

経営支援課
FAX：026-235-7496
E-mail：keieishien@pref.nagano.lg.jp

<H24年度>

県の観光施策との連携を更に深め、県産品振
興をより効果的に進めることとし、平成23年度
末に東京店を廃止します。
名古屋店についても、平成24年以降に廃止の
予定です。

大都市圏における県産品の消費、販路拡大を促進す
るため、加工食品や農林水産物、新規に開発した商品
等の展示・販売、商談会を開催しています。

県の観光施策との連携を更に深め、県産品振
興をより効果的に進めるため、当該事業は廃
止します。
県内中小企業を対象とする大都市圏における
商談会については既存の事業と併せて実施し
ます。

県産品の認知度向上や消費拡大を図るため、東京都
と名古屋市のコンビニエンスストア内でアンテナショッ
プ（県産品販売スペース）を運営しています。

農業政策課農産物マーケティング室
FAX：026-235-7393
E-mail：marketing@pref.magano.lg.jp

<H24年度>

観光と物産の情報を一体的に発信することによ
り、大都市圏における長野県の更なるイメージ
アップが図れるよう事業を再構築していきます。

外国語指導助手（ALT)や外国籍県民等を活用
した国際交流事業を展開することにより、国際
交流員（CIR）を段階的に削減します。

長野県産農産物等の海外での認知度向上と輸出促進
のため「長野県農産物等輸出促進協議会」へ負担金
を支出しています。
(構成：生産者団体、市町村、県等)

民間主体の活動により一層の県産農産物の輸
出促進等を図るため、協議会事務局の民間移
行なども含め県の関与を順次縮減します。

外国語指導助手（ALT）や外国籍県民、（財）長
野県国際交流推進協会など、多様な担い手に
よる県民の異文化理解・国際理解を推進しま
す。

協議会の会員の拡大や効果的な事業のあり方
について協議会で検討していきます。

林業後継者育成のための指導を行っている林
業改良普及事業に統合して実施するため、本
事業は廃止します。

林業への就業促進を図るため、より効率的・効
果的な事業実施に努めます。

信州の木振興課
FAX：026-235-7364
E-mail：ringyo@pref.nagano.lg.jp

<H24年度>

　　林業体験研修実施事業

廃止 林業への就業を促進するため、高校生を対象とした林
業体験研修を実施しています。

廃止

国際課
FAX：026-232-1644
E-mail：kokusai@pref.nagano.lg.jp

<H25年度>

経営支援課
FAX：026-235-7496
E-mail：keieishien@pref.nagano.lg.jp

<H25年度>

廃止

　　県産品の都市圏販路拡大事業
　　（旧 信州発”食と味覚フェア”開催事業）

　　農産物等輸出促進協議会負担金

縮小

　　コンビニエンスストア内アンテナショップ
　　開設・運営事業

　　国際交流員設置事業

縮小

NPO・民間団体等が開催する講座等の情報提
供を行うことで、インストラクター単独の研修は
廃止します。

個人及びNPO法人等の自然観察インストラク
ター名簿への登録は継続し、掲載された者（団
体）に対し、直接依頼する仕組みとします。自然保護課

FAX：026-235-7498
E-mail：shizenhogo@pref.nagano.lg.jp

<H24年度>

     自然観察インストラクター派遣事業
　　　（研修事業の廃止）

廃止
自然解説を行う自然観察インストラクターを登録し、研
修を行い、県内各地の小中学校や自然観察会などに
派遣しています。



予算額

(見直し見込額）
事　　業　　名 区分

<見直し年度>
見直し内容・理由 今後の方向性事業内容

平成23年度予算額
20,512

見直し見込額
9,725

平成23年度予算額
14,144

見直し見込額
14,144

平成23年度予算額
313,744

見直し見込額
43,287

平成23年度予算額
15,000

見直し見込額
6,000

平成23年度予算額
40,500

見直し見込額
14,800

平成23年度予算額
43,026

見直し見込額
2,926

白馬ジャンプ競技場を管理運営しています。

　平成24年度の指定管理者の更新に際し、管
理経費の精査を行うとともに、県施設（ラージヒ
ル等）と白馬村施設（ノーマルヒル）に係る経費
の負担割合を見直します。

交通規制課
FAX：026-232-1110
E-mail：police-kaikei@pref.nagano.lg.jp

<H24年度>

刑事企画課
FAX：026-232-1110
E-mail：police-kaikei@pref.nagano.lg.jp

<H24年度>

これまで外部の回線を専用使用し、データ通信
を行っていましたが、新たに整備された警察の
基幹IP網を使用することにより、自動車ナン
バー読取装置の回線使用料を削減します。

長野オリンピック記念長野マラソンを共催し、その運営
経費の一部を負担しています。

特別支援学校の給食業務を直営で実施しています。

　　白馬ジャンプ競技場運営事業

その他
<H24年度>

スポーツ課
FAX：026-235-7476
E-mail：sports-ka@pref.nagano.lg.jp

山岳総合センターを管理運営しています。

長野オリンピック記念長野マラソンの適切な運
営に努めてまいります。

住宅地や商店街などで、日常生活に利用される生活
道路での交通事故防止を図るため、外周発光装置付
一時停止標識の整備をしています。

今後も既存の設備を活用するなど経費削減に
努めます。

共通管理経費の適正化について白馬村と協議
し、適切な管理運営を図るとともに、利用率の向
上に努めてまいります。

平成24年４月から指定管理者制度を導入し、
県民サービスの維持向上と経費節減を図りま
す。（指定期間3年）

民間事業者のノウハウや活力を活かしながら、
利用者へのサービス向上と管理運営費の削減
等に努めます。

大会コストの縮減に努める等、事業費全体の
見直しを図ります。

　　山岳総合センター事業

その他

　　長野オリンピック記念長野マラソン負担金

縮小

スポーツ課
FAX：026-235-7476
E-mail：sports-ka@pref.nagano.lg.jp

<H24年度>

<H24年度>
スポーツ課
FAX：026-235-7476
E-mail：sports-ka@pref.nagano.lg.jp

　　特別支援学校運営費
　　（給食調理業務の民間委託）

縮小
校舎改築を行っている長野ろう学校を除く給食
実施校において、職員組合との協議の上で、平
成25年度までに民間委託を拡大します。特別支援教育課

FAX 026-235-7459
E-mail：tokubetsu-shien@pref.nagano.lg.jp

<H24年度>

　給食業務を順次民間委託し、給食サービスの
維持向上と経費の節減を図ります。
　併せて、民間委託実施校の給食作業補助員
を削減します。

今後も計画的な交通安全施設の整備に努めま
す。

　　広域重要犯罪対策事業
　　（自動車ﾅﾝﾊﾞｰ自動読取装置回線料）

縮小 自動車盗や自動車を利用した犯罪を検挙するために、
自動車ナンバー読取装置を活用しています。

　　生活道路事故防止対策事業
　　（外周発光装置付一時停止標識の整備）

廃止
平成19年度から、5ヵ年計画で整備を行ってき
ましたが、予定どおり整備が完了したため、事
業を終了します。



【歳入の確保】
（単位：千円）

県公式ホームページ等への広告掲載の拡大

総合教育センター施設の貸し出し

使用料 162

その他 322

研修等の利用予定がない場合は、施設を一般に貸し出すこととし、施設の有効
活用を図ります。教学指導課

FAX 026-235-7433
E-mail kyogaku@pref.nagano.lg.jp

県有林整備によるオフセット・クレジットの取得・販売

諸収入 8,208
国のオフセット・クレジット（J-VER）制度を活用し、県有林の森林整備による二
酸化炭素吸収量に応じて取得したクレジットを企業等に販売します。森林づくり推進課

FAX：026-234-0330
E-mail：shinrin@pref.nagano.lg.jp

財産収入 22,408
県有施設内の自動販売機について、公募による設置を拡大します。
（公募制は平成22年度から実施）管財課

FAX：026-235-7474
E-mail：kanzai@pref.nagano.lg.jp

主  な  見　直　し　事　業　一　覧　表

事    業    名 歳入科目
平成24年度
効　果　額

見　直　し　内　容

自動販売機設置に係る公募制の拡大

県公式ホームページ等へのバナー広告掲載を拡大します。

情報統計課
FAX：026-235-7138
E-mail：joho@pref.nagano.lg.jp
広報県民課
FAX：026-235-7026
E-mail：koho@pref.nagano.lg.jp
食品・生活衛生課
FAX：026-232-7288
E-mail：shokusei@pref.ｎagano.lg.jp



事    業    名 歳入科目
平成24年度
効　果　額

見　直　し　内　容

公用車への広告掲載の拡大

その他 480 公用車への広告掲載を拡大します。

管財課
FAX：026-235-7474
E-mail：kanzai@pref.nagano.lg.jp
健康福祉政策課
FAX：026-235-7399
E-mail：kenko-fukushi@pref.nagano.lg.jp




